＜注：この注釈を削除し、記入例（青字部分）を加除修正して使用してください＞
（参考資料３－８）
事業計画書
	サービスの種類
	看護小規模多機能型居宅介護

	事業所又は施設名
	看護小規模多機能ホーム○○

	項　　　目
	内　　　　　　　　　　　　　　　　容

	1　事業運営の方針
	当事業所における事業は、指定訪問看護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援し、心身の機能の維持回復及び生活機能の維持又は向上を目指すものとし、指定小規模多機能型居宅介護の事業は、要介護者について、その居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じその居宅において自立した日常生活を営むことができることを目指すものとする。

	2　事業実施方法
	　介護保険法に規定される「看護小規模多機能型居宅介護事業」の業務を下記のとおり適切に実施する。

1 居宅サービス計画の作成
・利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身、家族の状況等に応じ、継続的、計画的にサービスの利用が行われるようにするものとする。
・利用者の日常生活全般を支援する観点から、介護保険サービス以外の保健医療サービス、福祉サービス、地域住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて、計画に位置付けるよう努めるものとする。

・利用者によるサービスの選択に資するよう、当該地域における介護保険サービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者、その家族に対して提供するものとする。
・計画の作成後、当該計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて計画の変更、介護保険サービス事業者との連絡調整その他の便宜の提供を行うものとする。
2 看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報告書の作成

・介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望、置かれている環境を踏まえて、他の従業者と協議の上、援助の目標、目標達成のための具体的なサービスの内容等を記載した看護小規模多機能型居宅介護計画を作成するとともに、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通い、訪問、宿泊サービスを組み合わせた看護及び介護を行うものとする。なお、看護サービスに係る記載については、看護師等と密接な連携を図り、利用者の希望、主治医の指示、看護目標及び具体的なサービス内容等を含めるものとする。
・看護師等は、訪問を行った日、提供した看護内容、サービス提供結果等を記載した看護小規模多機能型居宅介護報告書を作成し、主治医に定期的に提出するものとする。
3 看護小規模多機能型居宅介護の取扱方針
・利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域住民との交流、地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望、置かれている環境を踏まえて、通い、訪問、宿泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、妥当適切に行うものとする。
・看護小規模多機能型居宅介護計画に基づき、漫然、画一的にならないように、利用者の機能訓練、日常生活を営むことができるよう必要な援助を行うものとする。

・サービスの提供に当たっては、利用者等の生命、身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行わないものとする。

・登録者が通いサービスを利用していない日においては、可能な限り、訪問サービスの提供、電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支えるために適切なサービスを提供するものとする。
・看護サービスの提供に当たっては、主治医との密接な連携により、利用者の心身の機能の維持回復が図られるよう、医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもってサービスの提供を行うものとする。

	3　その他
	1 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、1年に1回以上、サービスの改善及び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービスについて評価・点検（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果について、運営推進会議において、第三者の観点からサービスの評価（外部評価）を行うものとする。また、自己評価結果及び外部評価は、利用者及び利用者の家族へ提供するとともに、介護サービス情報公表システム等を活用して公表するものとする。
2 従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保するものとする。

3 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時に地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業員に定期的に周知するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際の消火・避難等について相互の協力体制づくりを行うものとする。

また、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うものとする。
4 利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、事業所が所在する市町村の職員、区域を管轄する地域包括支援センターの職員、看護小規模多機能型居宅介護について知見を有する者等により構成される「運営推進会議」を設置し、おおむね2ヶ月に1回以上、運営推進会議に対し通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けるものとする。
5 当事業による月間収支は、事業開始後およそ　　ヶ月間は赤字となる見込みであるが、従業者への賃金の支払い等が滞らないよう、十分な資金計画を立てている。
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